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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
フェノール性末端基（ＥＰ）と非フェノール性末端基（ＥＮ）の当量比（ＥＰ）／（ＥＮ

）が１／２０以下であるポリカーボネート系樹脂である熱可塑性樹脂（Ａ）１００重量部
に対して下記構造単位(I)、(II)、(III)および(IV)からなる液晶性ポリエステルである液
晶性樹脂（Ｂ）５～５０重量部を配合してなる樹脂組成物であって、熱可塑性樹脂（Ａ）
のガラス転移温度の変化率が下式１を満足する熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対して
、繊維状充填剤と非繊維状充填剤とからなる充填剤を０．５～３００重量部配合してなる
ことを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
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【化１】

（ただし式中のＲ１は
【化２】

から選ばれた１種以上の基を示し、Ｒ２は
【化３】

から選ばれた１種以上の基を示す。ただし式中Ｘは水素原子または塩素原子を示す。）
　変化率（％）＝｜（ＴｇＡ－ＴｇＴ）／ＴｇＡ｜×１００　≦　２　　－［式１］
　　ＴｇＡ：熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度
　　ＴｇＴ：樹脂組成物中の熱可塑性樹脂（Ａ）由来のガラス転移温度
【請求項２】
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該樹脂組成物中に分散する液晶性樹脂粒子の数平均粒子径（成形片の中心部を流れ方向に
切削して得られた切片を透過型電子顕微鏡により観察した分散粒子５０個の長径の平均値
）が０．５～５μｍであることを特徴とする請求項１記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
該樹脂組成物中に分散する液晶性樹脂粒子のアスペクト比（長径／短径）が３未満である
ことを特徴とする請求項１または２記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
熱可塑性樹脂（Ａ）、液晶性樹脂（Ｂ）および充填材を、液晶性樹脂（Ｂ）の液晶開始温
度以上融点以下の温度で溶融混練することにより請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹
脂組成物を製造することを特徴とする熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
【請求項５】
熱可塑性樹脂（Ａ）、液晶性樹脂（Ｂ）および充填材を配合した組成物を、液晶性樹脂（
Ｂ）の液晶開始温度以上融点以下の温度で溶融加工することにより請求項１～３いずれか
記載の熱可塑性樹脂組成物から構成される成形品を製造することを特徴とする成形品の製
造方法。
【請求項６】
請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であって、該成形
品が機械機構部品である成形品。
【請求項７】
請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であって、該成形
品が電気電子部品である成形品。
【請求項８】
請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であって、該成形
品が自動車部品である成形品。
【請求項９】
請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であって、該成形
品が板状部あるいは箱形部を有し、かつ厚み１．２ｍｍ以下の薄肉部を成形品全表面積に
対して１０％以上有することを特徴とする成形品。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、成形時の流動性、計量安定性および得られた成形品の耐衝撃特性、耐熱特性、
耐薬品性、疲労特性、異方性が改良された熱可塑性樹脂組成物とその製造方法および成形
品に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
多くのポリスチレン、ポリカーボネート、ポリフェニレンエーテルなどの熱可塑性樹脂は
、その優れた諸特性を生かし、射出成形材料として機械機構部品、電気電子部品、自動車
部品などの幅広い分野に利用されつつある。一方、成形品への要求が技術の進歩と共に高
くなり、より複雑な形状のものが要求され、そのため流動性向上が望まれるようになって
きた。
【０００３】
そこで分子鎖の平行な配列を特徴とする光学異方性の液晶性ポリマーが優れた流動性と機
械的性質を有する点で注目され、熱可塑性樹脂の流動性および機械特性を向上させるため
に数々のアロイ化技術が検討されている。これらのアロイ化技術は例えば、特開平２－１
０２２５７号公報、特開平３－４７８６１号公報、特開平５－７０７００号公報、特開平
５－１１２７０９号公報、特開平６－２００１２９号公報、特開平７－３３１０５１号公
報、特開平９－１２７４４号公報などに開示されている。特開平２－１０２２５７号公報
と特開平３－４７８６１号公報は、熱可塑性樹脂の溶融温度で配合することができる、熱
変形温度が適当に低い液晶性樹脂を配合して機械物性、耐熱性、寸法安定性などを改良し
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た熱可塑性樹脂組成物に関するものであり、特開平５－７０７００号公報は、液晶性樹脂
の液晶開始温度より低い温度で成形可能な熱可塑性樹脂と液晶性樹脂からなり、組成物を
伸張させることなどにより液晶性樹脂の分散粒子を配向させ物性を改良した熱可塑性樹脂
組成物に関するものである。また、特開平５－１１２７０９号公報は、マトリックス樹脂
であるポリカーボネート樹脂より高い融点を有する液晶性ポリマーを配合して分散粒子を
配向させ、再成形品の強度、剛性低下を低減した成形用樹脂組成物に関するものである。
また、特開平６－２００１２９号公報は、フェノール性水酸基末端量の多いポリカーボネ
ート樹脂に液晶性樹脂を配合して両樹脂の相互作用により層剥離を改良した可塑性樹脂組
成物に関するものである。また、特開平７－３３１０５１号公報は、フェノール性水酸基
末端量の多いポリカーボネート樹脂に難燃剤と液晶性樹脂を配合し、難燃特性を改良した
熱可塑性樹脂組成物に関するものである。また、特開平９－１２７４４号公報は、配合し
た液晶性樹脂が連続相をなす液晶性ポリエステル樹脂組成物フィルムに関するものである
。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
確かに上記の方法で成形方法を種々工夫することにより強度・剛性等は向上するが、しか
し、特開平６－２００１２９号公報および特開平７－３３１０５１号公報記載の方法は、
フェノール性水酸基末端基量の多いポリカーボネートを好んで用いているため、ポリカー
ボネートと液晶性樹脂の相互作用が強くなりすぎ、液晶性樹脂添加効果が薄れ、分散粒子
径も小さくなる結果、ポリカーボネート単独の場合に比べて耐衝撃強度が低下したり、流
動性や耐薬品性向上にも効果がない。また、特開平５－７０７００号公報および特開平５
－１１２７０９号公報記載の方法は、熱可塑性樹脂と液晶性樹脂とを一旦液晶性ポリマー
の融点より高い温度に加熱して溶融状態で混練したのち、液晶性樹脂粒子を配向させるも
のであるため、樹脂を溶融混練する際に相互作用が強くなりすぎ、ポリカーボネート樹脂
などの液晶性樹脂と反応性を有する熱可塑性樹脂においては変性が起こり、若干機械特性
が向上するが十分とはいえず、耐薬品性、耐熱性が低下する。機械機構部品、自動車部品
などの用途に対しては、エンジンオイルやブレーキオイル、ギアオイルなどの機械オイル
、ウインドウウォッシャー液やバッテリー液などをはじめとする種々の薬品への耐性が要
求される。また、電気電子部品やその他の用途においても、その加工工程や使用環境の多
様化にともない洗浄剤やその他の有機溶剤に対する耐性が必要となり、耐薬品性の向上が
望まれるようになっており、このような耐薬品性の低下は好ましくない。また、特開平５
－１１２７０９号公報をはじめ、その他特開平２－１０２２５７号公報、特開平３－４７
８６１号公報、特開平９－１２７４４号公報においては、液晶性樹脂の融点以上での混練
が好ましく行われているが、その場合、液晶性樹脂と熱可塑性樹脂の相互作用が強くなり
すぎ、流動性や耐薬品性が低下し、好ましくない。
【０００５】
本発明は上記の問題を解決し、成形時の流動性、計量安定性および得られた成形品の耐衝
撃特性、耐熱特性、耐薬品性、疲労特性、異方性が改良された熱可塑性樹脂組成物および
その成形品を得ることを課題とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、本発明に到達した。
すなわち、本発明は
（１）フェノール性末端基（ＥＰ）と非フェノール性末端基（ＥＮ）の当量比（ＥＰ）／
（ＥＮ）が１／２０以下であるポリカーボネート系樹脂である熱可塑性樹脂（Ａ）１００
重量部に対して前記構造単位(I)、(II)、(III)および(IV)からなる液晶性ポリエステルで
ある液晶性樹脂（Ｂ）５～５０重量部を配合してなる樹脂組成物であって、熱可塑性樹脂
（Ａ）のガラス転移温度の変化率が下式１を満足する熱可塑性樹脂組成物１００重量部に
対して、繊維状充填剤と非繊維状充填剤とからなる充填剤を０．５～３００重量部配合し
てなることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物、



(5) JP 4724896 B2 2011.7.13

10

20

30

40

50

　変化率（％）＝｜（ＴｇＡ－ＴｇＴ）／ＴｇＡ｜×１００　≦　２　　－［式１］
　　ＴｇＡ：熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度
　　ＴｇＴ：樹脂組成物中の熱可塑性樹脂（Ａ）由来のガラス転移温度
（２）該樹脂組成物中に分散する液晶性樹脂粒子の数平均粒子径（成形片の中心部を流れ
方向に切削して得られた切片を透過型電子顕微鏡により観察した分散粒子５０個の長径の
平均値）が０．５～５μｍであることを特徴とする上記（１）記載の熱可塑性樹脂組成物
、
（３）該樹脂組成物中に分散する液晶性樹脂粒子のアスペクト比（長径／短径）が３未満
であることを特徴とする上記（１）または（２）記載の熱可塑性樹脂組成物、
【０００９】
（４）熱可塑性樹脂（Ａ）、液晶性樹脂（Ｂ）および充填材を、液晶性樹脂（Ｂ）の液晶
開始温度以上融点以下の温度で溶融混練することにより上記（１）～（３）いずれか記載
の熱可塑性樹脂組成物を製造することを特徴とする熱可塑性樹脂組成物の製造方法、
（５）熱可塑性樹脂（Ａ）、液晶性樹脂（Ｂ）および充填材を配合した組成物を、液晶性
樹脂（Ｂ）の液晶開始温度以上融点以下の温度で溶融加工することにより上記（１）～（
３）いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物から構成される成形品を製造することを特徴とす
る成形品の製造方法、
（６）上記（１）～（３）いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であ
って、該成形品が機械機構部品である成形品、
（７）上記（１）～（３）いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であ
って、該成形品が電気電子部品である成形品、
（８）上記（１）～（３）いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であ
って、該成形品が自動車部品である成形品、
（９）上記（１）～（３）いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物で構成してなる成形品であ
って、該成形品が板状部あるいは箱形部を有し、かつ厚み１．２ｍｍ以下の薄肉部を成形
品全表面積に対して１０％以上有することを特徴とする成形品を提供するものである。
【００１０】
【発明の実施の形態】
　熱可塑性樹脂（Ａ）とは、スチレン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリフェニレン
エーテル系樹脂から選ばれた１種以上のものであるが、本発明においてはポリカーボネー
ト系樹脂を用いる。
【００１１】
スチレン系樹脂はスチレン及び／またはその誘導体から生成した単位を含有するものであ
る。
【００１２】
スチレン、その誘導体（これらを総称して芳香族ビニル系単量体と称する場合がある）か
ら生成した単位の具体例としては、下記構造単位のものが挙げられる。
【００１３】
【化７】

Ｒ3～Ｒ7は、水素、塩素等のハロゲン、炭素数１～１０の脂肪族基、芳香族基、脂環式、
スルホニル基、ニトロ基などの基を示し、これらはそれぞれ同じであっても異なっていて
もよい。
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【００１４】
Ｒ3～Ｒ7の具体例としては、水素、塩素、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ア
リル、ブチル、フェニル、ベンジル、メチルベンジル、クロルメチル、シアノメチル、シ
アノメトキシ、エトキシ、フェノキシ、ニトロなどの基が挙げられ、これらはそれぞれ同
じであっても異なっていてもよい。
【００１５】
スチレン、その誘導体の好ましい例として、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトル
エン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－ｔ－ブチルスチレンなどが挙げられるが、特にスチレン
、α－メチルスチレンが好ましい。また、これらを併用することもできる。
【００１６】
スチレン系樹脂としては、スチレン系（共）重合体、ゴム強化スチレン（共）重合体が挙
げられる。スチレン系（共）重合体としては芳香族ビニル系単量体の１種または２種以上
を重合した重合体、芳香族ビニル系単量体の１種または２種以上とそれと共重合可能な単
量体の１種または２種以上を共重合した共重合体が挙げられる。ゴム強化スチレン（共）
重合体としては、ゴム質重合体に芳香族ビニル系単量体の１種または２種以上をグラフト
重合したゴム強化グラフト重合体、ゴム質重合体に芳香族ビニル系単量体の１種または２
種以上とそれと共重合可能な単量体の１種または２種以上をグラフト共重合したグラフト
共重合体が挙げられる。
【００１７】
上記芳香族ビニル系単量体と共重合可能な単量体としては、（メタ）アクリル酸エステル
、シアン化ビニルなどが挙げられる。
【００１８】
上記（メタ）アクリル酸エステルとしては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル等
が挙げられるが、メタクリル酸メチルが好ましく用いられる。また、シアン化ビニル化合
物としては、アクリロニトリル、メタクリロニトリルなどが挙げられる。
【００１９】
上記ゴム状重合体としては、ブタジエンゴム、スチレン－ブタジエン共重合体ゴム（ＳＢ
Ｒ）、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体ゴム（ＮＢＲ）などのジエン系ゴム、ポリ
アクリル酸ブチルなどのアクリル系ゴムおよびエチレン－プロピレン－非共役ジエン三元
共重合体ゴム（ＥＰＤＭ）などのポリオレフィン系ゴムが挙げられ、なかでもポリブタジ
エン、エチレン－プロピレン－非共役ジエン三元共重合体ゴム（ＥＰＤＭ）が好ましく用
いられる。
【００２０】
ゴム強化スチレン系（共）重合体を更に詳しく説明すると、ゴム状重合体（ａ）に芳香族
ビニル化合物（ｂ）から選ばれる少なくとも一種、またはそれと共単量体であるメタクリ
ル酸エステル（ｃ）およびシアン化ビニル化合物（ｄ）から選ばれる少なくとも１種とが
グラフト重合したグラフト（共）重合体（重合体（ｉ））に芳香族ビニル化合物（ｂ）、
メタクリル酸エステル（ｃ）等から選ばれる少なくとも１種のビニル化合物、またはそれ
とシアン化ビニル化合物（ｄ）が重合した（共）重合体（重合体（ｉｉ））を配合した樹
脂である。
【００２１】
重合体（ｉ）として、（ａ）に対し、（ｂ）ならびに、（ｃ）および／または（ｄ）をグ
ラフト重合する場合、ゴム状重合体（ａ）の共重合量は５～８０重量％が好適である。グ
ラフト成分中に、シアン化ビニル化合物（ｄ）を含む場合、芳香族ビニル化合物（ｂ）、
メタクリル酸エステル（ｃ）などから選ばれるビニル化合物の１種または２種以上の合計
が５０～９７重量％であり、シアン化ビニル化合物（ｄ）が３～５０重量％が好ましい。
【００２２】
重合体（ｉ）の重合方法は特に限定されず、塊状重合、懸濁重合、乳化重合、溶液重合お
よび塊状－懸濁重合などの公知の方法を用いることができる。
【００２３】
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一方、重合体（ｉｉ）中のシアン化ビニル化合物（ｄ）の共重合量としては３～５０重量
％が適当である。
【００２４】
重合体（ｉｉ）の重合方法は特に限定されず、塊状重合、懸濁重合、乳化重合、溶液重合
および塊状－懸濁重合などの公知の方法を用いることができる。
【００２５】
上記グラフト（共）重合体としては、重合体（ｉ）を必須成分とし、重合体（ｉｉ）を任
意の割合で配合して用いることができる。
【００２６】
本発明において好ましいスチレン系樹脂としては、ＰＳ（ポリスチレン）等のスチレン系
重合体、ＨＩＰＳ（高衝撃ポリスチレン）等のゴム強化スチレン系重合体、ＡＳ（アクリ
ロニトリル／スチレン共重合体）等のスチレン系共重合体、ＡＥＳ（アクリロニトリル／
エチレン・プロピレン・非共役ジエンゴム／スチレン共重合体）、ＡＢＳ（アクリロニト
リル／ブタジエン／スチレン共重合体）、ＭＢＳ（メタクリル酸メチル／ブタジエン／ス
チレン共重合体）などのゴム強化（共）重合体等が挙げられ、なかでも特にＰＳ（ポリス
チレン）等のスチレン系重合体、ＡＳ（アクリロニトリル／スチレン共重合体）等のスチ
レン系共重合体、ＡＢＳ（アクリロニトリル／ブタジエン／スチレン共重合体）が好まし
い。ポリスチレン系樹脂は通常、末端基の構造、量に関わりなく好ましく用いることがで
き、液晶性樹脂との相互作用を改良するために、もしくはそれ以外の目的で、無水マレイ
ン酸やグリシジルメタクリレートなどの反応性基を有する化合物を適量添加した変性ポリ
スチレンを用いた場合でも、液晶性樹脂を配合した時のガラス転移温度の変化率が上式１
を満足する範囲にあれば、これらも好ましく用いることができる。
【００２７】
ポリカーボネート系樹脂は、カーボネート結合を有し、芳香族二価フェノール系化合物と
ホスゲン、または炭酸ジエステルなどとを反応させることにより得られる芳香族ホモまた
はコポリカーボネートが挙げられる。ガラス転移温度の変化率を本発明の範囲とするため
に、芳香族二価フェノール系化合物とホスゲンを反応させることにより得られるフェノー
ル性末端基（ＥP）と非フェノール性末端基（ＥN）の当量比（ＥP）／（ＥN）が１／２０
以下であるポリカーボネート系樹脂を用いることが好ましく、より好ましくは１／４０以
下であり、さらに好ましくは１／７０以下である。
【００２８】
ポリカーボネート系樹脂の末端基の測定は、例えば、ポリカーボネート系樹脂を酢酸酸性
メチレンクロライドに溶解し、四塩化チタンを加え、生成する赤色錯体を５４６ｎｍで測
光定量して行なうことができる。
【００２９】
該芳香族ホモまたはコポリカーボネート樹脂は、メチレンクロライド中１．０ｇ／ｄｌの
濃度で２０℃で測定した対数粘度が０．２～３．０ｄｌ／ｇ、特に０．３～１．５ｄｌ／
ｇの範囲のものが好ましく用いられる。ここで二価フェノール系化合物としては、２，２
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－
ジメチルフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２
，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロ
キシ－３，５－ジエチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－
ジエチルフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン
、１－フェニル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン等が使用でき、これら
単独あるいは混合物として使用することができる。上記中、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）プロパンが好ましい。
【００３０】
ポリフェニレンエーテル系樹脂とは、下記構造単位で表される熱可塑性樹脂であり、クロ
ロホルム中、３０℃で測定した固有粘度が０．０１～０．８０ｄｌ／ｇの重合体が好まし
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く用いられる。
【００３１】
【化８】

Ｒ8～Ｒ11 は、水素、ハロゲン、炭素数１～１０の脂肪族基、芳香族基、脂環式、スルホ
ニル基、ニトロ基などの基が挙げられ、これらはそれぞれ同じであっても異なっていても
よい。
【００３２】
Ｒ8～Ｒ11 の具体例としては、水素、塩素、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、
アリル、ブチル、フェニル、ベンジル、メチルベンジル、クロルメチル、シアノメチル、
シアノメトキシ、エトキシ、フェノキシ、ニトロなどの基が挙げられ、これらはそれぞれ
同じであっても異なっていてもよい。
【００３３】
具体的には、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレン）エーテル、２，６－ジメチ
ルフェノール／２，４，６－トリメチルフェノール共重合体、２，６－ジメチルフェノー
ル／２，３，６－トリエチルフェノール共重合体などが挙げられる。また、ポリフェニレ
ンエーテル系樹脂は、グラフト構造を有していても良く、別の第三成分を添加して部分的
に変性改質したものでも用いることができる。ポリフェニレンエーテル系樹脂は、その末
端基構造、量に関わりなく好ましく使用することができるが、例えばポリスチレンや環状
ポリオレフィン系樹脂などを添加して、それらとの相溶性改良のために、もしくは別の目
的で無水マレイン酸やグリシジルメタクリレートなどの反応性基を有する化合物を適量添
加した変性ポリフェニレンエーテルを用いた場合でも、液晶性樹脂を配合した時のガラス
転移温度の変化率が前記式１を満足する範囲にあれば、これらも好ましく用いることがで
きる。
【００３４】
　また、熱可塑性樹脂（Ａ）は２種以上を併用してもよく、具体的には、ＡＢＳとポリカ
ーボネートなどが挙げられる。また、その他特性、例えば耐候性等を付与させるために熱
可塑性樹脂（Ａ）の一部（通常、（Ａ）成分の８５％以下、好ましくは７０重量％以下、
より好ましくは５０重量％以下）を結晶性の熱可塑性樹脂に置き換えることが可能であり
、このような結晶性の熱可塑性樹脂としては、例えばポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂
などが挙げられ、具体的には、ポリカーボネートとポリブチレンテレフタレートの組み合
わせ、ポリカーボネートとポリエチレンテレフタレートの組み合わせなどが挙げられる。
【００３５】
　液晶性樹脂（Ｂ）とは、溶融時に異方性を形成し得るポリマーであり、液晶性ポリエス
テル、液晶性ポリエステルアミド、液晶性ポリカーボネート、液晶性ポリエステルエラス
トマーなどが挙げられ、なかでも分子鎖中にエステル結合を有するものが好ましく、特に
液晶性ポリエステル、液晶性ポリエステルアミドなどが好ましく用いられる。本発明にお
いては液晶性ポリエステルを用いる。
【００３６】
芳香族オキシカルボニル単位としては、例えば、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、６－ヒドロキ
シ－２－ナフトエ酸などから生成した構造単位、芳香族ジオキシ単位としては、例えば、
４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、３，３’，５，５’－テトラメチ
ル－４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ｔ－ブチルハイドロキノン、フェニルハイドロ
キノン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシナフタレン、２，２－
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テルなどから生成した構造単位、芳香族および／または脂肪族ジカルボニル単位としては
、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、４，４’－
ジフェニルジカルボン酸、１，２－ビス（フェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸
、１，２－ビス（２－クロルフェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸および４，４
’ジフェニルエーテルジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸などから生成した構造単位
、アルキレンジオキシ単位としてはエチレングリコール、１，３－プロピレングリコール
、１，４－ブタンジオール等から生成した構造単位（なかでもエチレングリコールから生
成した構造単位が好ましい。）、芳香族イミノオキシ単位としては、例えば、４－アミノ
フェノールなどから生成した構造単位が挙げられる。
【００３７】
液晶性ポリエステルの具体例としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロキシ－
２－ナフトエ酸から生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息
香酸から生成した構造単位、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸から生成した構造単位、芳
香族ジヒドロキシ化合物および／または脂肪族ジカルボン酸から生成した構造単位からな
る液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位、４，４’－ジヒ
ドロキシビフェニルから生成した構造単位、テレフタル酸および／またはイソフタル酸か
ら生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した
構造単位、エチレングリコールから生成した構造単位、テレフタル酸から生成した構造単
位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位、ハイド
ロキノンおよびその他芳香族ジヒドロキシ化合物から生成した構造単位、テレフタル酸か
ら生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒ
ドロキシ－２－ナフトエ酸から生成した構造単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニルか
ら生成した構造単位、テレフタル酸から生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル、
ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位、エチレングリコールから生成した構造単
位、テレフタル酸およびイソフタル酸から生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル
、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位、エチレングリコールから生成した構造
単位、４，４’－ジヒドロキシビフェニルから生成した構造単位、テレフタル酸から生成
した構造単位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単
位、エチレングリコールから生成した構造単位、芳香族ジヒドロキシ化合物から生成した
構造単位、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸などの芳香族
ジカルボン酸から生成した構造単位からなる液晶性ポリエステルなどが挙げられる。
【００３８】
　中でも好ましく使用できる液晶性樹脂（Ｂ）は芳香族オキシカルボニル単位としてｐ－
ヒドロキシ安息香酸からなる構造単位を含む液晶性ポリエステルであり、また、エチレン
ジオキシ単位を構造単位として含む液晶性ポリエステルも好ましく使用できる。さらに好
ましくは下記構造単位(I) 、(III) 、(IV)からなるポリエステルあるいは(I) 、(II)、(I
II) 、(IV)の構造単位からなるポリエステルであり、本発明においては(I) 、(II)、(III
) 、(IV)の構造単位からなるポリエステルを用いる。
【００３９】
【化９】
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から選ばれた一種以上の基を示し、Ｒ２　は
【００４１】
【化１１】
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から選ばれた一種以上の基を示す。また、式中Ｘは水素原子または塩素原子を示す。）
なお、構造単位(II)および(III) の合計と構造単位(IV)は実質的に等モルであることが望
ましい。
【００４２】
上記構造単位(I) はｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位であり、構造単位(II)
は４，４´－ジヒドロキシビフェニル、３，３´，５，５´－テトラメチル－４，４´－
ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、ｔ－ブチルハイドロキノン、フェニルハイド
ロキノン、メチルハイドロキノン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロ
キシナフタレン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパンおよび４，４´－ジ
ヒドロキシジフェニルエーテルから選ばれた一種以上の芳香族ジヒドロキシ化合物から生
成した構造単位を、構造単位(III) はエチレングリコールから生成した構造単位を、構造
単位(IV)はテレフタル酸、イソフタル酸、４，４´－ジフェニルジカルボン酸、２，６－
ナフタレンジカルボン酸、１，２－ビス（フェノキシ）エタン－４，４´－ジカルボン酸
、１，２－ビス（２－クロルフェノキシ）エタン－４，４´－ジカルボン酸および４，４
’－ジフェニルエーテルジカルボン酸から選ばれた芳香族ジカルボン酸から生成した一種
以上の構造単位を各々示す。これらのうちＲ1

【００４３】
【化１２】

であり、Ｒ2 が
【００４４】
【化１３】

であるものが特に好ましい。
【００４５】
上記構造単位(I)、(II)、(III)および(IV)の共重合量は任意である。しかし、本発明の特
性を発揮させるためには次の共重合量であることが好ましい。
【００４６】
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すなわち、上記構造単位(I)、(II)、(III)、(IV)からなる共重合体の場合は、上記構造単
位(I)および(II)の合計は構造単位(I)、(II)および(III)の合計に対して３０～９５モル
％が好ましく、４０～９３モル％がより好ましい。また、構造単位(III)は構造単位(I)、
(II)および(III)の合計に対して７０～５モル％が好ましく、６０～７モル％がより好ま
しい。また、構造単位(I)と(II)のモル比［(I)／(II)］は好ましくは７５／２５～９５／
５であり、より好ましくは７８／２２～９３／７である。また、構造単位(IV)は構造単位
(II)および(III)の合計と実質的に等モルであることが好ましい。
【００４７】
ここで実質的に等モルとは、末端を除くポリマー主鎖を構成するユニットが等モルである
が、末端を構成するユニットとしては必ずしも等モルとは限らないことを意味する。
【００４８】
一方、上記構造単位(II) を含まない場合は流動性の点から上記構造単位(I)は構造単位(I
)および（III）の合計に対して４０～９０モル％であることが好ましく、６０～８８モル
％であることが特に好ましく、構造単位（IV）は構造単位（III）と実質的に等モルであ
ることが好ましい。
【００４９】
また液晶性ポリエステルアミドとしては、上記構造単位(I)～(IV)以外にｐ－アミノフェ
ノールから生成したｐ－イミノフェノキシ単位を含有した異方性溶融相を形成するポリエ
ステルアミドが好ましい。
【００５０】
なお、上記好ましく用いることができる液晶性ポリエステル、液晶性ポリエステルアミド
は、上記構造単位(I)～(IV)を構成する成分以外に３，３’－ジフェニルジカルボン酸、
２，２’－ジフェニルジカルボン酸などの芳香族ジカルボン酸、アジピン酸、アゼライン
酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸などの脂肪族ジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル
酸などの脂環式ジカルボン酸、クロルハイドロキノン、３，４’－ジヒドロキシビフェニ
ル、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルス
ルフィド、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、３，４’－ジヒドロキシビフェニル
等の芳香族ジオール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサ
ンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シク
ロヘキサンジメタノール等の脂肪族、脂環式ジオールおよびｍ－ヒドロキシ安息香酸、２
，６－ヒドロキシナフトエ酸などの芳香族ヒドロキシカルボン酸およびｐ－アミノ安息香
酸などを液晶性を損なわない程度の範囲でさらに共重合せしめることができる。
【００５１】
また、本発明における液晶性樹脂（Ｂ）の溶融粘度は０．５～２００Pa・sが好ましく、
特に１～１００Pa・sがより好ましい。また、流動性により優れた組成物を得ようとする
場合には、溶融粘度を５０Pa・s以下とすることが好ましい。
【００５２】
なお、この溶融粘度は融点（Ｔｍ）＋１０℃の条件で、ずり速度１，０００（１／秒）の
条件下で高化式フローテスターによって測定した値である。
【００５３】
ここで、融点（Ｔｍ）とは示差熱量測定において、重合を完了したポリマを室温から２０
℃／分の昇温条件で測定した際に観測される吸熱ピーク温度（Ｔｍ1 ）の観測後、Ｔｍ1 
＋２０℃の温度で５分間保持した後、２０℃／分の降温条件で室温まで一旦冷却した後、
再度２０℃／分の昇温条件で測定した際に観測される吸熱ピーク温度（Ｔｍ2 ）を指す。
【００５４】
熱可塑性樹脂（Ａ）と液晶性樹脂（Ｂ）の溶融粘度差は、混練時、成形時ともにある程度
大きいことが好ましい。一般に液晶性樹脂（Ｂ）の方が溶融粘度が大きい場合には偏分散
する傾向があり、液晶性樹脂（Ｂ）の溶融粘度が熱可塑性樹脂（Ａ）の溶融粘度と同じか
（Ａ）より小さい場合には均一分散する傾向があるが、混練時にはこのどちらの形態にお
いても溶融粘度差が大きい方が好ましく、各特性、特に流動性や耐衝撃特性を発揮するた
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めには、液晶性樹脂（Ｂ）が熱可塑性樹脂（Ａ）よりも溶融粘度が大きいことがより好ま
しく、具体的には混練条件下において、液晶性樹脂（Ｂ）の溶融粘度が熱可塑性樹脂（Ａ
）の溶融粘度の１．２倍以上であることが好ましい。また、成形時においては、射出成形
を例として挙げるが、計量時に滞留時間や温度によって分散形態に若干の変化が生じる。
一般に、計量時の滞留時間が長い程、また温度が高い程、偏分散から均一分散へと液晶性
樹脂粒子が凝集もしくは微粒化して移行する傾向があり、計量時のモルフォロジー変化を
少なくするために、液晶性樹脂（Ｂ）が熱可塑性樹脂（Ａ）よりも溶融粘度が大きいこと
が好ましい。しかし射出時においては、流動性などの特性発揮のために液晶性樹脂（Ｂ）
が熱可塑性樹脂（Ａ）よりも溶融粘度が低いことが好ましく、その差が大きい方がより好
ましい。具体的には、射出条件下において、熱可塑性樹脂（Ａ）の溶融粘度が液晶性樹脂
（Ｂ）の溶融粘度の１．２倍以上であることが好ましい。
【００５５】
液晶性樹脂の融点は、特に限定されないが、本発明の効果がより発現する液晶性樹脂（Ｂ
）の数平均分散径の範囲内のものを得るために、好ましくは３４０℃以下、より好ましく
は３２０℃以下である。
【００５６】
本発明において使用する上記液晶性ポリエステルの製造方法は、特に制限がなく、公知の
ポリエステルの重縮合法に準じて製造できる。
【００５７】
例えば、上記液晶性ポリエステルの製造において、次の製造方法が好ましく挙げられる。
【００５８】
（１）ｐ－ヒドロキシ安息香酸を除く成分のみから得られたポリエステルとｐ－アセトキ
シ安息香酸とを乾燥窒素気流下で加熱溶融し、アシドリシス反応によって共重合ポリエス
テルフラグメントを生成させ、次いで減圧し増粘させ、液晶性ポリエステルを製造する方
法。
【００５９】
（２）ｐ－アセトキシ安息香酸および４，４’－ジアセトキシビフェニル、ジアセトキシ
ベンゼンなどの芳香族ジヒドロキシ化合物のジアシル化物と２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、テレフタル酸、イソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸から脱酢酸縮重合反応によ
って液晶性ポリエステルを製造する方法。
【００６０】
（３）ｐ－ヒドロキシ安息香酸および４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノ
ンなどの芳香族ジヒドロキシ化合物と２，６－ナフタレンジカルボン酸、テレフタル酸、
イソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸に無水酢酸を反応させて、フェノール性水酸基を
アシル化した後、脱酢酸重縮合反応によって液晶性ポリエステルを製造する方法。
【００６１】
（４）ｐ－ヒドロキシ安息香酸のフェニルエステルおよび４，４’－ジヒドロキシビフェ
ニル、ハイドロキノンなどの芳香族ジヒドロキシ化合物と２，６－ナフタレンジカルボン
酸、テレフタル酸、イソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸のジフェニルエステルから脱
フェノール重縮合反応により液晶性ポリエステルを製造する方法。
【００６２】
（５）ｐ－ヒドロキシ安息香酸および２，６－ナフタレンジカルボン酸、テレフタル酸、
イソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸に所定量のジフェニルカーボネートを反応させて
、それぞれジフェニルエステルとした後、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロ
キノンなどの芳香族ジヒドロキシ化合物を加え、脱フェノール重縮合反応により液晶性ポ
リエステルを製造する方法。
【００６３】
（６）ポリエチレンテレフタレートなどのポリエステルのポリマー、オリゴマーまたはビ
ス（β－ヒドロキシエチル）テレフタレートなど芳香族ジカルボン酸のビス（β－ヒドロ
キシエチル）エステルの存在下で（２）または（３）の方法により液晶性ポリエステルを
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製造する方法。
【００６４】
液晶性ポリエステルの重縮合反応は無触媒でも進行するが、酢酸第一錫、テトラブチルチ
タネート、酢酸カリウムおよび酢酸ナトリウム、三酸化アンチモン、金属マグネシウムな
どの金属化合物を使用することもできる。
【００６５】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ａ）１００重量部に対する液晶性樹脂（Ｂ）の配合量は
５～５０重量部、さらに好ましくは５～３０重量部である。
【００６６】
液晶性樹脂（Ｂ）の添加量が多すぎたり少なすぎたりした場合、本発明の効果である成形
時の流動性、計量安定性や成形品の耐衝撃特性および異方性の改良効果などが同時に発揮
されにくくなる。また、特に液晶性樹脂が多すぎる場合には、成形時に樹脂が会合するウ
ェルド部の強度が大幅に低下する傾向にある。
【００６７】
　また、熱可塑性樹脂（Ａ）に対し、液晶性樹脂（Ｂ）を配合すると、得られる樹脂組成
物のガラス転移温度は、液晶性樹脂（Ｂ）の配合前の（Ａ）のガラス転移温度から変化す
るが、 本発明の効果を発揮するためには、熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度に対す
る、樹脂組成物としたことによる熱可塑性樹脂のガラス転移温度の変化率（下記［式１］
で表される変化率）を５％以下にすることが必須であり、好ましくは３％以下、より好ま
しくは０．０５～３％で、さらに好ましくは０．１～２％である。本発明においては２％
以下とする。これは、その他の充填材、添加剤を配合した場合にも必須の条件であり、好
ましい範囲も同様である。
【００６８】
熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度の５％超の変化は液晶性樹脂添加効果を著しく低減
させ、上記範囲の場合のみ液晶性樹脂（Ｂ）が特異的なモルホロジーを形成するためと思
われるが、特に本発明の効果である流動性、耐衝撃特性、耐薬品性がバランス良く発現す
る。
【００６９】
ガラス転移温度の測定は、例えば示差走査熱量計（ＤＳＣ）により行うことができ、この
場合には室温から２０℃／分の昇温速度で昇温して、観測される変曲点をガラス転移温度
（Ｔｇ）とする。なお、樹脂組成物を測定する場合には、配合成分により、複数の変曲点
が観測されることがあるが、その中から熱可塑性樹脂（Ａ）由来の変曲点を選択してガラ
ス転移温度とする。ガラス転移温度の変化率は絶対値評価とする。
【００７０】
ガラス転移温度の変化率とは、示差走査熱量計（ＤＳＣ）によって測定した熱可塑性樹脂
（Ａ）のガラス転移温度ＴｇAと配合後の樹脂組成物中の熱可塑性樹脂（Ａ）由来のガラ
ス転移温度ＴｇTにより下式１のように算出できる。なお、その他の充填材や添加剤を配
合した場合には、それらすべてを配合した後に測定した熱可塑性樹脂（Ａ）由来のガラス
転移温度をＴｇTとして算出する。また、２種以上の熱可塑性樹脂（Ａ）を配合してマト
リックスとした系においては、マトリックス樹脂の当該各熱可塑性樹脂（Ａ）に由来する
ガラス転移温度を測定し、それに対して液晶性樹脂を配合した後の樹脂組成物の各熱可塑
性樹脂のガラス転移温度を測定し、各熱可塑性樹脂について変化率を算出し、各マトリッ
クス樹脂のガラス転移温度の変化率を和したものを、全体の変化率として評価する。
【００７１】
　変化率（％）＝｜（ＴｇＡ－ＴｇＴ）／ＴｇＡ｜×１００　－［式１］
　また、熱可塑性樹脂（Ａ）中に分散する液晶性樹脂（Ｂ）の数平均粒子径は特に限定さ
れないが、本発明の効果、特に流動性と耐衝撃特性を発現するためには０．５～５μｍの
範囲であることが好ましく、より好ましくは０．７～４．０μｍ、さらに好ましくは１．
０～２．５μｍで、最も好ましくは１．０～２．０μｍである。
【００７２】
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　液晶性樹脂（Ｂ）の数平均粒子径が上記範囲の場合には、本発明の効果である流動性、
耐衝撃特性が特にバランス良く発現する。
【００７３】
また、液晶性樹脂（Ｂ）の分散形状については特に限定されないが、耐衝撃特性などの特
性について、より効果を発現するために、液晶性樹脂粒子のアスペクト比（長径／短径）
が３未満であることが好ましく、より好ましくは１．０５～２．７、特に好ましいのは１
．１～２．５の球状もしくは楕円球状である。
【００７４】
　熱可塑性樹脂（Ａ）中の液晶性樹脂（Ｂ）の数平均粒子径およびアスペクト比の測定方
法は特に限定されないが、例えば成形片のコア層の中心部を流れ方向に切削して得られた
切片をＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）により観察、写真を撮影し、分散粒子５０個の平均値
をそれぞれ数平均粒子径およびアスペクト比として求めることができる。粒子径は長径方
向で測定した。また、アスペクト比は各粒子の長径、短径を測定し、各粒子のアスペクト
比を算出したのち平均して評価する。
【００７５】
本発明において熱可塑性樹脂組成物の機械強度その他の特性を付与するために充填剤を使
用することが可能であり、特に限定されるものではないが、繊維状、板状、粉末状、粒状
など非繊維状の充填剤を使用することができる。具体的には例えば、ガラス繊維、ＰＡＮ
系やピッチ系の炭素繊維、ステンレス繊維、アルミニウム繊維や黄銅繊維などの金属繊維
、芳香族ポリアミド繊維などの有機繊維、石膏繊維、セラミック繊維、アスベスト繊維、
ジルコニア繊維、アルミナ繊維、シリカ繊維、酸化チタン繊維、炭化ケイ素繊維、ロック
ウール、チタン酸カリウムウィスカー、チタン酸バリウムウィスカー、ほう酸アルミニウ
ムウィスカー、窒化ケイ素ウィスカーなどの繊維状、ウィスカー状充填剤、マイカ、タル
ク、カオリン、シリカ、炭酸カルシウム、ガラスビーズ、ガラスフレーク、ガラスマイク
ロバルーン、クレー、二硫化モリブデン、ワラステナイト、酸化チタン、酸化亜鉛、ポリ
燐酸カルシウム、グラファイトなどの粉状、粒状あるいは板状の充填剤が挙げられる。上
記充填剤中、主に用いる充填材としては、ガラス繊維や炭素繊維が好ましく、例えば電磁
波シールド性や高弾性率などが必要な場合には炭素繊維がより好ましく使用される。ガラ
ス繊維の種類は、一般に樹脂の強化用に用いるものなら特に限定はなく、例えば長繊維タ
イプや短繊維タイプのチョップドストランド、ミルドファイバーなどから選択して用いる
ことができる。また、ガラス繊維はエチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂、
エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂で被覆あるいは集束されていてもよい。
【００７６】
炭素繊維はＰＡＮ系またはピッチ系の炭素繊維が例として挙げられ、成形時などの繊維折
損を抑えるため高強度・高伸度タイプのものを用いることが望ましい。強度が低いものは
脆く、コンパウンド、成形時の繊維折損で繊維長が極めて短くなってしまい、結果として
電磁波シールドに必要な導電性を得にくくなる。繊維方向引張弾性率が３００ＧＰａを越
えるようなものも、強度が格別高い特殊なものを除くと、破断伸びが小さくなるため折損
しやすい。望ましい炭素繊維は、引張強度が３５００MPa以上、引張弾性率が３００ＧＰ
ａ以下、破断伸度が１．４％以上の、すべて、あるいは少なくともいずれかの特性を満た
す炭素繊維である。これらの特性を得ることのできるＰＡＮ系炭素繊維がより望ましい。
本発明で用いる繊維状充填剤の繊維強化熱可塑性樹脂組成物中の重量平均繊維長は電磁波
シールド性の点から、好ましくは０．２ｍｍ以上、より好ましくは０．２５ｍｍ以上、さ
らに好ましくは０．３ｍｍ以上である。
【００７７】
組成物中の繊維状充填剤の重量平均繊維長の測定方法は、例えば、組成物約５ｇをるつぼ
中で５５０℃×７時間処理し灰化した後、残存した充填剤のうちから１００ｍｇを採取し
、１００ｃｃの石鹸水中に分散させる。ついで、分散液をスポイトを用いて１～２滴スラ
イドガラス上に置き、顕微鏡下に観察して、写真撮影する。写真に撮影された充填剤の繊
維長を測定する。測定は５００本以上行い、重量平均繊維長を求める。炭素繊維の繊維長
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を求める際には灰化条件を誤ると繊維そのものが酸化、燃焼してしまう場合があるので注
意が必要であり、窒素雰囲気下で灰化することが望ましい。用いる熱可塑性樹脂が可溶の
場合には、溶媒を用いて組成物を溶かし繊維を取り出して繊維長を測定することもできる
。
【００７８】
本発明において、電磁波シールド性は以下のように規定する。繊維強化熱可塑性樹脂組成
物を１５０ｍｍ角、厚み１ｍｍの平板に成形し、この平板に電磁波を透過させた際の減衰
率を、１０～１０００ＭＨｚの周波数帯域で測定する。測定は、一般にアドバンテスト法
と称される方法で測定する。具体的には（株）アドバンテスト製シールド材評価器ＴＲ１
７３０１Ａを用い、プローブアンテナを用いて電界波について測定を行うことが可能であ
る。電磁波シールド性を付与した組成物としては、一般的な電気・電子機器の筐体などに
使用した際の、電磁波ノイズによる電気回路の誤動作の防止の点から、上記成形品を用い
、上記方法であってかつ周波数３００ＭＨｚで測定した場合の電界シールド性（電磁波の
電界成分の減衰）が、２０ｄＢ以上であり、より望ましい電界シールド性は３０ｄＢ以上
である。
【００７９】
また、上記の充填剤は２種以上を併用して使用することもでき、特に繊維状充填剤とウィ
スカー、粉状、粒状、板状等の非繊維状充填剤を併用することが好ましい。
【００８０】
例えば、ガラス繊維とガラスフレーク、ガラス繊維とマイカ、ガラス繊維とタルク、炭素
繊維とチタン酸カリウムウィスカーなどの組み合わせが用いられ、特にガラス繊維にガラ
スフレークやマイカを併用した場合には、異方性がさらに低減されたり、計量安定性が向
上するのみでなく、薄肉の５０ｍｍ四方以上の大きさの平板状部を有するような成形品に
おいてもそりなどの発生が抑制され好ましい。
【００８１】
充填剤の併用割合は、充填剤全体量を１００重量部とした場合に、繊維状充填剤５０～９
５重量部、非繊維状充填剤を５～５０重量部とすることが好ましく、更に好ましくは繊維
状充填剤６０～９５重量部、非繊維状充填剤を５～４０重量部である。
【００８２】
たとえば、ガラス繊維や炭素繊維などの主に用いる好ましい充填剤を６０～９５重量部、
併用するマイカやガラスフレークなどの充填剤を５～４０重量部とすることができる。な
お、本発明に使用する上記の充填剤はその表面を公知のカップリング剤（例えば、シラン
系カップリング剤、チタネート系カップリング剤など）、その他の表面処理剤で処理して
用いることもできる。
【００８３】
上記の充填剤の添加量は樹脂組成物（Ａ＋Ｂの合計）１００重量部に対し０．５～３００
重量部であり、好ましくは１０～２００重量部であり、より好ましく１０～５０重量部で
ある。
【００８４】
また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、難燃性およびその他の特性を付与する目的で燐
系化合物を添加することができる。燐系化合物とは、燐を含有する有機または無機化合物
であれば特に制限はなく、例えば赤燐、ポリ燐酸アンモニウム、ポリホスファゼン、ホス
フェート、ホスホネート、ホスフィネート、ホスフィンオキシドなどが挙げられる。中で
も赤燐、芳香族ホスフェートが好ましく使用できる。赤燐を添加した場合には、難燃性の
他に長期耐熱性が改善され、芳香族ホスフェートを添加した場合には、難燃性の他に流動
性が若干改善される。
【００８５】
本発明に用いる赤燐は、そのままでは不安定であり、また、水に徐々に溶解したり、水と
徐々に反応する性質を有するので、これを防止する処理を施したものが好ましく用いられ
る。このような赤燐の処理方法としては、特開平５－２２９８０６号公報に記載の赤燐の
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粉砕を行わず、赤燐表面に水や酸素との反応性が高い破砕面を形成させずに赤燐を微粒子
化する方法、赤燐に水酸化アルミニウムまたは水酸化マグネシウムを微量添加して赤燐の
酸化を触媒的に抑制する方法、赤燐をパラフィンやワックスで被覆し、水分との接触を抑
制する方法、ε－カプロラクタムやトリオキサンと混合することにより安定化させる方法
、赤燐をフェノール系、メラミン系、エポキシ系、不飽和ポリエステル系などの熱硬化性
樹脂で被覆することにより安定化させる方法、赤燐を銅、ニッケル、銀、鉄、アルミニウ
ムおよびチタンなどの金属塩の水溶液で処理して、赤燐表面に金属燐化合物を析出させて
安定化させる方法、赤燐を水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化チタン、水
酸化亜鉛などで被覆する方法、赤燐表面に鉄、コバルト、ニッケル、マンガン、スズなど
で無電解メッキ被覆することにより安定化させる方法およびこれらを組合せた方法が挙げ
られるが、好ましくは、赤燐の粉砕を行わずに赤燐表面に破砕面を形成させずに赤燐を微
粒子化する方法、赤燐をフェノール系、メラミン系、エポキシ系、不飽和ポリエステル系
などの熱硬化性樹脂で被覆することにより安定化させる方法、赤燐を水酸化アルミニウム
、水酸化マグネシウム、水酸化チタン、水酸化亜鉛などで被覆することにより安定化させ
る方法であり、特に好ましくは、赤燐表面に破砕面を形成させずに赤燐を微粒子化する方
法、赤燐をフェノール系、メラミン系、エポキシ系、不飽和ポリエステル系などの熱硬化
性樹脂で被覆することにより安定化させる方法である。これらの熱硬化性樹脂の中で、フ
ェノール系熱硬化性樹脂、エポキシ系熱硬化性樹脂で被覆された赤燐が耐湿性の面から好
ましく使用することができ、特に好ましくはフェノール系熱硬化性樹脂で被覆された赤燐
である。
【００８６】
また樹脂に配合される前の赤燐の平均粒径は、難燃性、機械特性、耐湿熱特性およびリサ
イクル使用時の粉砕による赤燐の化学的・物理的劣化を抑える点から３５～０．０１μｍ
のものが好ましく、さらに好ましくは、３０～０．１μｍのものである。
【００８７】
なお赤燐の平均粒径は、一般的なレーザー回折式粒度分布測定装置により測定することが
可能である。粒度分布測定装置には、湿式法と乾式法があるが、いずれを用いてもかまわ
ない。湿式法の場合は、赤燐の分散溶媒として、水を使用することができる。この時アル
コールや中性洗剤により赤燐表面処理を行ってもよい。また分散剤として、ヘキサメタ燐
酸ナトリウムやピロ燐酸ナトリウムなどの燐酸塩を使用することも可能である。また分散
装置として超音波バスを使用することも可能である。
【００８８】
また本発明で使用される赤燐の平均粒径は上記のごとくであるが、赤燐中に含有される粒
径の大きな赤燐、すなわち粒径が７５μｍ以上の赤燐は、難燃性、機械的特性、耐湿熱性
、リサイクル性を著しく低下させるため、粒径が７５μｍ以上の赤燐は分級等により除去
することが好ましい。粒径が７５μｍ以上の赤燐含量は、難燃性、機械的特性、耐湿熱性
、リサイクル性の面から、１０重量％以下が好ましく、さらに好ましくは８重量％以下、
特に好ましくは５重量％以下である。下限に特に制限はないが、０に近いほど好ましい。
【００８９】
ここで赤燐に含有される粒径が７５μｍ以上の赤燐含量は、７５μｍのメッシュにより分
級することで測定することができる。すなわち赤燐１００ｇを７５μｍのメッシュで分級
した時の残さ量Ｚ（ｇ）より、粒径が７５μｍ以上の赤燐含量は（Ｚ／１００）×１００
（％）より算出することができる。
【００９０】
また、本発明で使用される赤燐の熱水中で抽出処理した時の導電率（ここで導電率は赤燐
５ｇに純水１００ｍＬを加え、例えばオートクレーブ中で、１２１℃で１００時間抽出処
理し、赤燐ろ過後のろ液を２５０ｍＬに希釈した抽出水の導電率を測定する）は、得られ
る成形品の耐湿性、機械的強度、耐トラッキング性、およびリサイクル性の点から通常０
．１～１０００μＳ／ｃｍであり、好ましくは０．１～８００μＳ／ｃｍ、さらに好まし
くは０．１～５００μＳ／ｃｍである。
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【００９１】
また、本発明で使用される赤燐のホスフィン発生量（ここでホスフィン発生量は、赤燐５
ｇを窒素置換した内容量５００ｍＬの例えば試験管などの容器に入れ、１０ｍｍＨｇに減
圧後、２８０℃で１０分間加熱処理し、２５℃に冷却し、窒素ガスで試験管内のガスを希
釈して７６０ｍｍＨｇに戻したのちホスフィン（燐化水素）検知管を用いて測定し、つぎ
の計算式で求める。ホスフィン発生量（ｐｐｍ）＝検知管指示値（ｐｐｍ）×希釈倍率）
は、得られる組成物の発生ガス量、押出し、成形時の安定性、溶融滞留時機械的強度、成
形品の表面外観性、成形品による端子腐食などの点から通常１００ｐｐｍ以下のものが用
いられ、好ましくは５０ｐｐｍ以下、さらに好ましくは２０ｐｐｍ以下である。
【００９２】
このような好ましい赤燐の市販品としては、燐化学工業社製“ノーバエクセル”１４０、
“ノーバエクセル”Ｆ５が挙げられる。
【００９３】
本発明に使用される芳香族ホスフェートとは、下記式（１）で表されるものである。
【００９４】
【化１４】

まず前記式（１）で表される燐系化合物の構造について説明する。前記式（１）の式中ｎ
は０以上の整数である。またｋ、ｍは、それぞれ０以上２以下の整数であり、かつｋ＋ｍ
は、０以上２以下の整数であるが、好ましくはｋ、ｍはそれぞれ０以上１以下の整数、特
に好ましくはｋ、ｍはそれぞれ１である。
【００９５】
また前記式（１）の式中、Ｒ7～Ｒ14は同一または相異なる水素または炭素数１～５のア
ルキル基を表す。ここで炭素数１～５のアルキル基の具体例としては、メチル基、エチル
基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブ
チル基、ｎ－イソプロピル、ネオペンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル基、２－イソプロピル、
ネオペンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル基、３－イソプロピル、ネオペンチル、ｔｅｒｔ－ペ
ンチル基、ネオイソプロピル、ネオペンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル基などが挙げられるが
、水素、メチル基、エチル基が好ましく、とりわけ水素が好ましい。
【００９６】
またＡｒ1、Ａｒ2、Ａｒ3、Ａｒ4は同一または相異なるフェニル基あるいはハロゲンを含
有しない有機残基で置換されたフェニル基を表す。具体例としては、フェニル基、トリル
基、キシリル基、クメニル基、メシチル基、ナフチル基、インデニル基、アントリル基な
どが挙げられるが、フェニル基、トリル基、キシリル基、クメニル基、ナフチル基が好ま
しく、特にフェニル基、トリル基、キシリル基が好ましい。
【００９７】
またＹは直接結合、Ｏ、Ｓ、ＳＯ2、Ｃ（ＣＨ3）2、ＣＨ2、ＣＨＰｈを表し、Ｐｈはフェ
ニル基を表す。
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【００９８】
好ましい芳香族ホスフェートの市販品としては、大八化学社製“ＰＸ－２００”、“ＰＸ
－２０１”、“ＣＲ－７３３Ｓ”、“ＣＲ－７４１”、“ＴＰＰ”およびこれら相当品が
挙げられる。
【００９９】
本発明における燐系化合物の添加量は、熱可塑性樹脂（Ａ）と液晶性樹脂（Ｂ）からなる
樹脂組成物１００重量部に対して通常０．０１～３０重量部、好ましくは０．０５～２０
重量部、より好ましくは０．０６～１５重量部、さらに好ましくは０．０８～１０重量部
である。燐系化合物の添加量が少なすぎると難燃性向上効果が発現せず、多すぎると物性
低下するとともに難燃効果とは逆に燃焼促進剤として働く傾向にある。
【０１００】
本発明の熱可塑性樹脂組成物に、さらに赤燐を添加する場合には、赤燐の安定剤として金
属酸化物を添加することにより、押出し、成形時の安定性や強度、耐熱性、成形品の端子
腐食性などを向上させることができる。このような金属酸化物の具体例としては、酸化カ
ドミウム、酸化亜鉛、酸化第一銅、酸化第二銅、酸化第一鉄、酸化第二鉄、酸化コバルト
、酸化マンガン、酸化モリブデン、酸化スズおよび酸化チタンなどが挙げられるが、なか
でも酸化カドミウム、酸化第一銅、酸化第二銅、酸化チタンなどのＩ族および／またはII
族の金属以外の金属酸化物が好ましく、特に酸化第一銅、酸化第二銅、酸化チタンが好ま
しいが、Ｉ族および／またはII族の金属酸化物であってもよい。押出し、成形時の安定性
や強度、耐熱性、成形品の端子腐食性の他に、非着色性をさらに向上させるためには酸化
チタンが最も好ましい。
【０１０１】
金属酸化物の添加量は機械物性、成形性の面から熱可塑性樹脂（Ａ）と液晶性樹脂（Ｂ）
からなる樹脂組成物１００重量部に対して０．０１～２０重量部が好ましく、特に好まし
くは０．１～１０重量部である。
【０１０２】
さらに、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、酸化防止剤および熱安定剤（たとえばヒンダ
ードフェノール、ヒドロキノン、ホスファイト類およびこれらの置換体など）、紫外線吸
収剤（たとえばレゾルシノール、サリシレート、ベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンな
ど）、亜燐酸塩、次亜燐酸塩などの着色防止剤、滑剤、染料（たとえばニグロシンなど）
および顔料（たとえば硫化カドミウム、フタロシアニンなど）を含む着色剤、滑剤および
離型剤（モンタン酸およびその塩、そのエステル、そのハーフエステル、ステアリルアル
コール、ステアラミドおよびポリエチレンワックスなど）、導電剤あるいは着色剤として
カーボンブラック、結晶核剤、可塑剤、難燃剤としては赤燐または芳香族ホスフェートが
好ましく用いられるが他の難燃剤（例えば臭素化ポリスチレン、臭素化ポリフェニレンエ
ーテル、臭素化ポリカーボネート、水酸化マグネシウム、メラミンおよびシアヌール酸ま
たはその塩など）、難燃助剤、摺動性改良剤（グラファイト、フッ素樹脂）、帯電防止剤
などの通常の添加剤を添加して、所定の特性をさらに付与することができる。
【０１０３】
また、更なる特性改良の必要性に応じて無水マレイン酸などによる酸変性オレフィン系重
合体、エチレン／プロピレン共重合体、エチレン／１－ブテン共重合体、エチレン／プロ
ピレン／非共役ジエン共重合体、エチレン／アクリル酸エチル共重合体、エチレン／メタ
クリル酸グリシジル共重合体、エチレン／酢酸ビニル／メタクリル酸グリシジル共重合体
およびエチレン／プロピレン－ｇ－無水マレイン酸共重合体などのオレフィン系共重合体
、ポリエステルポリエーテルエラストマー、ポリエステルポリエステルエラストマー等の
エラストマーから選ばれる１種または２種以上の混合物を添加して所定の特性をさらに付
与することができる。
【０１０４】
本発明の熱可塑性樹脂組成物を製造するに際し、例えば“ユニメルト”タイプのスクリュ
ーを備えた単軸押出機、２軸、３軸押出機およびニーダタイプの混練機などを用いて１８
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０～３５０℃で溶融混練して組成物とすることができるが、本発明の効果をより鮮明に発
揮するためには溶融加工条件を制御することが好ましい。
【０１０５】
例えば、溶融混練温度については、本発明の特徴であるガラス転移温度の変化率を本発明
の範囲とするため、配合する液晶性樹脂（Ｂ）の融点以下かつ液晶開始温度以上で行うこ
とが好ましく、より好ましくは液晶性樹脂（Ｂ）の融点－５℃～液晶開始温度であり、さ
らに好ましくは液晶性樹脂（Ｂ）の融点－１０℃～液晶開始温度である。本発明において
は、溶融混練した組成物を直接成形してもよいが、一旦ペレタイズなどして成形材料とし
た後、成形に供することも可能である。
【０１０６】
樹脂組成物を溶融成形する際の溶融成形温度については、本発明の特徴であるガラス転移
温度の変化率を本発明の範囲とするため、配合する液晶性樹脂（Ｂ）の融点以下かつ液晶
開始温度以上で行うことが好ましく、より好ましくは液晶性樹脂（Ｂ）の融点－５℃～液
晶開始温度であり、さらに好ましくは液晶性樹脂（Ｂ）の融点－１０℃～液晶開始温度で
ある。
【０１０７】
特に好ましくは、各成分を溶融混練する際に前述の好ましい溶融混練温度で行い、成形す
る際にも上述の好ましい溶融混練温度で行うことである。
【０１０８】
ここでいう溶融混練温度、溶融成形温度とは樹脂温度を指す。例えば、溶融混練、溶融成
形などの溶融加工時においては一般的にせん断発熱により樹脂温度がシリンダー設定温度
より高温になるため、シリンダー設定温度を目的の樹脂温度になるように若干低温に設定
するか、あるいはそれとともに、スクリュー回転数やスクリューアレンジを制御して樹脂
温度を上記範囲におさめること、あるいはサイドフィーダー備え付けの押出機を用いる場
合には、サイドから液晶性樹脂（Ｂ）を配合する全量の一部もしくは全部を投入する方法
が好ましく用いられる。液晶開始温度の測定は、剪断応力加熱装置（ＣＳＳ－４５０）に
より剪断速度１，０００（１／秒）、昇温速度５．０℃／分、対物レンズ６０倍において
測定し、視野全体が流動開始する温度を液晶開始温度とした。
【０１０９】
本発明の熱可塑性樹脂組成物は、例えば熱可塑性樹脂（Ａ）および液晶性樹脂（Ｂ）成分
中、その他の必要な添加剤および充填材を予備混合して、またはせずに押出機などに供給
して十分溶融混練することにより調製されるが、好ましくは、ハンドリング性や生産性の
面から、熱可塑性樹脂（Ａ）、液晶性樹脂（Ｂ）の一部（例えば（Ａ）の一部もしくは全
部、（Ｂ）成分の一部もしくは全部、または、最終的に含有せしめる（Ａ）および（Ｂ）
のうちの一部）を一旦溶融混練して実際に熱可塑性樹脂組成物に配合されるべき液晶性樹
脂（Ｂ）量よりも液晶性樹脂濃度の高い樹脂組成物（Ｄ）を製造し、残りの熱可塑性樹脂
（Ａ）もしくは液晶性樹脂（Ｂ）成分中に液晶性樹脂濃度の高い樹脂組成物（Ｄ）および
その他の任意に用いることができる添加剤および充填材を溶融混練することにより調製さ
れる。
【０１１０】
さらに任意に用いることができる添加剤（「その他の添加剤」という）を配合する場合、
熱可塑性樹脂（Ａ）の一部もしくは全部、液晶性樹脂（Ｂ）成分の一部もしくは全部、ま
たは、最終的に含有せしめる（Ａ）および（Ｂ）のうちの一部とその他の添加剤を一旦溶
融混練して、実際に熱可塑性樹脂組成物に配合されるべき液晶性樹脂量よりも液晶性樹脂
濃度の高い樹脂組成物（Ｄ）を製造し、残りの熱可塑性樹脂（Ａ）もしくは液晶性樹脂（
Ｂ）成分中および液晶性樹脂濃度の高い樹脂組成物（Ｄ）の段階で添加した任意に用いる
ことができる添加剤以外の添加剤および充填材を溶融混練することにより調製することも
可能である。
【０１１１】
かかる液晶性樹脂濃度の高い樹脂組成物（Ｄ）は、いわゆるマスターペレットの形態で好



(21) JP 4724896 B2 2011.7.13

10

20

30

40

50

ましく用いられるが、それに限定されず、いわゆるチップ状、粉末状、あるいはそれらの
混合物の形態であってもよい。またかかる（Ｄ）成分と配合する熱可塑性樹脂（Ａ）およ
び液晶性樹脂（Ｂ）はペレット状であることが好ましいが、それに限定されず、いわゆる
チップ状、粉末状あるいは、チップ状と粉末状の混合物であってもよいが、好ましくは熱
可塑性樹脂（Ａ）および液晶性樹脂（Ｂ）の形態、大きさ、形状はほぼ同等、あるいは互
いに似通っていることが均一に混合し得る点で好ましい。
【０１１２】
また、成形品を成形するにあたっての成形方法は通常の成形方法（射出成形、押出成形、
ブロー成形、プレス成形、インジェクションプレス成形など）により、三次元成形品、シ
ート、容器、パイプなどに加工することができ、流動性を生かし、薄肉部を有する成形品
（例えば板状成形品あるいは箱形成形品）、特に１．２ｍｍ以下の薄肉部を有する成形品
に好ましく適用できる。具体的には厚みが１．２ｍｍ以下の部分を成形品の全表面積に対
して、１０％以上有する成形品、なかでも１．２ｍｍ以下の部分を１５％以上有する成形
品に、特に１．０ｍｍ以下の部分を１０％以上有する成形品に有効である。また、成形方
法としては射出成形あるいはインジェクションプレス成形等が好ましい。なかでも射出成
形品用途に特に好適であり、各種機械機構部品、電気電子部品または自動車部品に好適で
ある。射出成形においては金型充填時間が適度に長くなるように、射出速度、射出圧など
の条件を調整すると、本発明の効果である耐衝撃強度および耐薬品性がより顕著に発現す
るため好ましい。
【０１１３】
かくして得られる本発明の熱可塑性樹脂組成物は、成形時の流動性が良好であるために、
流動性不足による未充填などの不良を低減可能であり、幅広い成形条件範囲で成形が可能
である。また、計量安定性に優れているため、各種特性のバラツキがない。また、耐衝撃
強度においては、熱可塑性樹脂（Ａ）の一種がポリカーボネート系樹脂である場合にも、
６．２５ｍｍ（１／４インチ）厚以上の肉厚部を有する成形品で熱可塑性樹脂（Ａ）単独
に比べて特に高い衝撃強度が得られる。また、耐熱性が向上するため、電気電子機器用途
で、耐熱性が要求されるハウジングやカバー、ベースなどに最適である。また、耐薬品性
に優れるため、薬液が付着する部材あるいは、薬液による表面処理が必要な場合、特に信
頼性の高い成形品が得られる。この耐薬品性向上効果は特にオイル、可塑剤、洗剤、電解
液などに対して顕著に発現される。また、異方性も低減されるために、成形収縮や熱膨張
による寸法変化が抑制され、塊状成形品から薄板までどのような形状の成形品でも信頼性
の高い成形品が得られる。
【０１１４】
かくして得られる成形品は、各種ギヤー、各種ケース、センサー、ＬＥＤランプ、コネク
ター、ソケット、用紙用分離爪、抵抗器、リレーケース、スイッチ、コイルボビン、コン
デンサー、バリコンケース、光ピックアップ（ＣＤ、ＭＤ、ＤＶＤなど）、光ピックアッ
プスライドベース、光ピックアップスライドベースシャーシ、発振子、各種端子板、変成
器、プラグ、プリント配線板、チューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドフォン
、小型モーター、磁気ヘッドベース、パワーモジュール、ハウジング、半導体、液晶ディ
スプレー部品、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、ＨＤＤ部品、モーターブラッシュホ
ルダー、パラボラアンテナ、コンピューター関連部品などに代表される電気・電子部品；
ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイロン、ヘアードライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、
音響部品、オーディオ・レーザーディスク・コンパクトディスクなどの音声機器部品、照
明部品、冷蔵庫部品、洗濯機部品、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッ
サー部品などに代表される家庭、事務電気製品部品、オフィスコンピューター関連部品、
電話機関連部品、ファクシミリ関連部品、複写機関連部品、洗浄用治具、オイルレス軸受
、船尾軸受、水中軸受、などの各種軸受、モーター部品、ライター、タイプライターなど
に代表される機械関連部品、顕微鏡、双眼鏡、カメラ、時計などに代表される光学機器、
精密機械関連部品、オルタネーターターミナル、オルタネーターコネクター、ＩＣレギュ
レーター、排気ガスバルブなどの各種バルブ、燃料関係・排気系・吸気系各種パイプ、エ



(22) JP 4724896 B2 2011.7.13

10

20

30

40

50

アーインテークノズルスノーケル、インテークマニホールド、燃料ポンプ、エンジン冷却
水ジョイント、キャブレターメインボディー、キャブレタースペーサー、排気ガスセンサ
ー、冷却水センサー、油温センサー、スロットルポジションセンサー、クランクシャフト
ポジションセンサー、エアーフローメーター、ブレーキパッド磨耗センサー、エアコン用
サーモスタットベース、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエーターモーター用ブ
ラッシュホルダー、ウォーターポンプインペラー、タービンべイン、ワイパーモーター関
係部品、デュストリビュター、スタータースィッチ、スターターリレー、トランスミッシ
ョン用ワイヤーハーネス、ウィンドウオッシャーノズル、ウインドウオッシャー液タンク
、ブレーキ等のオイルタンク、バッテリーケース、エアコンパネルスィッチ基板、燃料関
係電磁気弁用コイル、ヒューズ用コネクター、ホーンターミナル、電装部品絶縁板、ステ
ップモーターローター、ランプソケット、ランプリフレクター、ランプハウジング、ブレ
ーキピストン、ソレノイドボビン、エンジンオイルフィルター、点火装置ケース、パワー
シートハウジング、イグニッションコイル用部品などの自動車・車両関連部品、シャンプ
ーおよびリンス用ボトル、薬剤用タンク、オイル移液用容器、オイルパン、その他トイレ
タリー用品、娯楽用品材、医業用品材および医療機器部材、一般機器などの各種用途に有
用である。特に１．２mm以下の薄肉部を成形品全表面積の１０％以上の有する各種ケース
、スイッチ、ボビン、コネクター、ソケット類コネクターおよび携帯電話用ハウジング、
パソコン用ハウジング等の筐体および各種機器の筐体（ハウジング）として、また自動車
外装材やプロジェクタースクリーンフラットパネルなどの比較的大きな平板部を有するよ
うな成形品用途などに特に有用である。
【０１１５】
【実施例】
以下、実施例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明の骨子は以下の実施例にのみ限
定されるものではない。
【０１１６】
参考例１
熱可塑性樹脂は以下のものを使用した。
【０１１７】
ＰＣ
ポリカーボネート樹脂は、ゼネラルエレクトリック社製”レキサン”１４１を使用した。
フェノール性末端基（ＥP）と非フェノール性末端基（ＥN）の当量比（ＥP）／（ＥN）は
、四塩化チタン錯体測光定量の結果１／１００であり、ＤＳＣ測定の結果ガラス転移温度
は１５３℃であった。これをＰＣ（ａ）とした。また、比較として、ビスフェノールＡと
ジフェニルカーボネートとの溶融重合により合成した、メチレンクロライド中１．０ｇ／
ｄｌの濃度で２０℃で測定した対数粘度が０．４５ｄｌ／ｇ、（ＥP）／（ＥN）＝１／３
、ガラス転移温度１４６℃のポリカーボネート樹脂を用いた。これをＰＣ（ｂ）とした。
【０１１８】
ＰＣ//ＡＢＳ
上記のポリカーボネート樹脂”レキサン”１４１を５５重量％とブタジエンゴム含有量が
９％のＡＢＳ樹脂４５重量％を二軸押出機を用いてシリンダー温度２５０℃、スクリュー
回転数１００ｒｐｍで混練した。ＤＳＣ測定の結果ガラス転移温度は－７２℃、１０５℃
、１５２℃に観測され、前記２つはＡＢＳ樹脂由来のガラス転移温度（－７２℃はゴム成
分由来のガラス転移温度、１０５℃はＡＳ由来のガラス転移温度）であり、１５２℃はポ
リカーボネート由来のガラス転移温度である。この３つのガラス転移温度についてガラス
転移温度の変化率を算出し、それらの和を評価した。
【０１１９】
ＰＰＥ
２，６－キシレノールのアミン銅錯塩を用いた酸化カップリングにより合成したポリ－２
，６－ジメチル１，４－ポリフェニレンエーテルを用いた。ＤＳＣ測定の結果、ガラス転
移温度は２１０℃に観測された。
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【０１２０】
ＰＰＥ／／ＰＳ
日本ＧＥプラスチック社製”ノリル”７３１を用いた。ＤＳＣ測定の結果、ガラス転移温
度は１５３℃に観測された。１つのガラス転移温度しか観測されなかったため、これをマ
トリックス樹脂のガラス転移温度とした。
【０１２１】
参考例２
液晶性樹脂は以下のものを重合し、使用した。
【０１２２】
ＬＣＰ１
ｐ－ヒドロキシ安息香酸９９４重量部、４，４´－ジヒドロキシビフェニル１２６重量部
、テレフタル酸１１２重量部、固有粘度が約０．６ｄｌ／ｇのポリエチレンテレフタレ－
ト２１６重量部及び無水酢酸９６０重量部を撹拌翼、留出管を備えた反応容器に仕込み、
重合を行った結果、芳香族オキシカルボニル単位８０モル当量、芳香族ジオキシ単位７．
５モル当量、エチレンジオキシ単位１２．５モル当量、芳香族ジカルボン酸単位２０モル
当量からなる融点３１４℃、液晶開始温度２９３℃、３２４℃の溶融粘度２１Ｐａ・ｓ（
オリフィス０．５φ×１０mm、ずり速度１，０００（１／秒））の液晶性樹脂が得られた
。
【０１２３】
ＬＣＰ２
ｐ－ヒドロキシ安息香酸９０７重量部と６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸４５７重量部及
び無水酢酸８７３重量部を攪拌翼、留出管を備えた反応容器に仕込み、重合を行った結果
、芳香族オキシカルボニル単位１００モル等量からなる融点２８３℃、液晶開始温度２３
３℃、２９３℃の溶融粘度が５０Ｐａ・ｓ（オリフィス０．５φ×１０mm、ずり速度１，
０００（１／秒））の液晶性樹脂が得られた。
【０１２４】
ＬＣＰ３
ｐ－ヒドロキシ安息香酸９９４重量部、固有粘度が約０．６ｄｌ／ｇのポリエチレンテレ
フタレ－ト３４６重量部及び無水酢酸８０９重量部を攪拌翼、留出管を備えた反応容器に
仕込み、重合を行った結果、芳香族オキシカルボニル単位８０モル当量、エチレンジオキ
シ単位２０モル当量、芳香族ジカルボン酸単位２０モル当量からなる融点２８２℃、液晶
開始温度２３１℃、２９２℃の溶融粘度が２４Ｐａ・ｓ（オリフィス０．５φ×１０mm、
ずり速度１，０００（１／秒））の液晶性樹脂が得られた。
【０１２５】
ＬＣＰ４
ｐ－ヒドロキシ安息香酸９０１重量部、４，４´－ジヒドロキシビフェニル１２６重量部
、テレフタル酸１１２重量部、固有粘度が約０．６ｄｌ／ｇのポリエチレンテレフタレ－
ト３４６重量部及び無水酢酸９６０重量部を撹拌翼、留出管を備えた反応容器に仕込み、
重合を行った結果、芳香族オキシカルボニル単位７２．５モル当量、芳香族ジオキシ単位
７．５モル当量、エチレンジオキシ単位２０モル当量、芳香族ジカルボン酸単位２７．５
モル当量からなる融点２６７℃、液晶開始温度２３８℃、２７７℃の溶融粘度３４Ｐａ・
ｓ（オリフィス０．５φ×１０mm、ずり速度１，０００（１／秒））の液晶性樹脂が得ら
れた。
【０１２６】
実施例１、２、比較例１～５
　サイドフィーダを備えた日本製鋼所製ＴＥＸ３０型２軸押出機で、表１に示す熱可塑性
樹脂をホッパーから投入し、参考例で得た液晶性樹脂(ＬＣＰ１～ＬＣＰ４)および充填材
をサイドから投入し、シリンダーのヒーター設定温度を表１に示すとおりとし、樹脂温度
（樹脂温度はスクリューアレンジやスクリュー回転数によって生じる剪断発熱量によりヒ
ーター設定温度より高温となる）を計測しながら溶融混練し、ペレットを得た。熱風乾燥
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後、ペレットを住友ネスタ－ル射出成形機プロマット４０／２５（住友重機械工業（株）
製）に供し、樹脂温度を表１記載のとおりとし、金型温度８０℃に設定し、１速１圧の条
件（射出速度９９％、射出圧力を最低充填圧力＋０．５ＭＰａ）で下記（２）、（４）～
（６）、（８）～（１１）の測定用テストピースを射出成形した。
【０１２７】
各評価については、次に述べる方法にしたがって測定した。
【０１２８】
（１）ガラス転移温度の変化率
熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度（ＴｇA）および（Ａ）に液晶性樹脂（Ｂ）を表１
記載の所定重量部配合した後の樹脂組成物中の熱可塑性樹脂（Ａ）由来のガラス転移温度
（ＴｇT）を示差走査熱量計（パーキンエルマー社製ＤＳＣ－７）により測定した。ペレ
ットの切削片１０ｍｇについて、室温から２０℃／分の昇温速度で昇温し、観測される変
曲点をガラス転移温度（Ｔｇ）とした。ガラス転移温度の変化率は、観測された熱可塑性
樹脂（Ａ）のガラス転移温度ＴｇAと配合後の樹脂組成物中の熱可塑性樹脂（Ａ）由来の
ガラス転移温度ＴｇTにより下式１に従って算出した。
【０１２９】
　変化率（％）＝｜（ＴｇＡ－ＴｇＴ）／ＴｇＡ｜×１００　－［式１］
　（２）液晶性樹脂粒子の数平均粒子径、アスペクト比
　ＡＳＴＭ Ｄ２５６に従って作成したアイゾット衝撃強度測定用１／８インチバーの中
心部を流れ方向に切削して得られた切片をＴＥＭ（日立社製Ｈ－７１００透過型電子顕微
鏡）により観察、写真を撮影し、分散粒子５０個の平均値をそれぞれ数平均粒子径および
アスペクト比（長径／短径）として求めた。なお、数平均粒子径は長径方向で測定した。
また、アスペクト比は各粒子の長径、短径を測定し、アスペクト比を算出したのち平均し
て評価した。
【０１３０】
（３）流動性
上記成形機を用いて、表１記載の熱可塑性樹脂単独で用いた場合の樹脂温度（ＰＣは３０
０℃、ＰＣ／／ＡＢＳは２５０℃、ＰＰＥは３００℃、ＰＰＥ／／ＰＳは３００℃）と同
様の樹脂温度で射出速度９９％、射出圧力４９ＭＰａ（５００ｋｇｆ／ｃｍ2）の条件で
１２．７ｍｍ巾×０．８ｍｍ厚の試験片の流動長（棒流動長）を測定した。
【０１３１】
（４）耐熱特性
上記成形機を用いて、縦１２７ｍｍ×横１２．７ｍｍ×１．２ｍｍ厚の棒状成形品を作成
し、熱風オーブン中、表１の比較例１～４に示した各熱可塑性樹脂の樹脂温度から１３０
℃差し引いた温度において３０分間、縦方向の27mmをクランプで固定し、100mmを試験部
分としてヒートサグ試験を行った。＜評価＞○：変形が５ｍｍ未満、×：５ｍｍ以上変形
（５）耐衝撃強度
ＡＳＴＭ　Ｄ２５６に従い、６．２５ｍｍ厚（１／４インチ）（ノッチ付き）バーアイゾ
ット衝撃強度を測定した。
【０１３２】
（６）耐薬品性
上記成形機を用いて、縦１２７ｍｍ×横１２．７ｍｍ×３．２ｍｍ厚の曲げ試験片を作成
し、試験片を弦が１１０ｍｍとなるように湾曲させ、治具を用いて両端を固定した。弧の
中央部付近にＤＯＰ（ジオクチルフタレート，大八化学製）を塗布し、試験片が破断する
までの時間を計測した。
【０１３３】
（７）計量安定性（クッション量ばらつき）
射出５秒、冷却１０秒、中間４秒の成形サイクルで縦１２７ｍｍ×横１２．７ｍｍ×３．
２ｍｍ厚の曲げ試験片を５０サイクル成形し、その時の保圧時のクッション量（クッショ
ン量とは、成形時に成形品のひけなどの不良を無くすために金型フル充填量＋αの樹脂を
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計量し、成形機シリンダーの先端に樹脂の余剰分を残す樹脂量のことであり、このときシ
リンダー先端位置（０ｍｍ）から金型フル充填量＋αに相当するスクリュー位置までの距
離（ｍｍ））のばらつきの標準偏差を評価した。
【０１３４】
（８）異方性低減効果
上記成形機を用いて、縦70×横70×厚み1mmの角板状成形品を作製し、角板の流れ方向お
よび垂直方向の切削片（縦７０ｍｍ×横１２．７ｍｍ×厚み１ｍｍ、各ｎ＝２０）を作成
し、ＡＳＴＭ Ｄ７９０に従い曲げ試験を行い、下式２により強度異方性を算出した。
【０１３５】
　異方性＝垂直方向の曲げ強度／流れ方向の曲げ強度 －［式２］
　（９）疲労特性
　上記成形機を用いて、縦１２７ｍｍ×横１２．７ｍｍ×厚み３．２ｍｍの曲げ試験片を
作成し、スパン５０ｍｍで試験片中央部に応力を加えて、ひずみがその試験片の弾性域に
おける最大ひずみ量の１／４に３０秒で達するように、一定速度で荷重検出器のついたヘ
ッドを下降させた。その後ヘッドを初期位置に同じ速度で戻した。この低速荷重付加を１
０分繰り返し行った後、ＡＳＴＭ Ｄ７９０に従い曲げ試験を行い、剛性保持率を評価し
た。＜評価＞◎：剛性保持率が９０％以上、○：剛性保持率が８０％以上、×：剛性保持
率が８０％未満
　（１０）電磁波遮断性
　１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×厚み１ｍｍの角板を射出成形し、得られた成形品を用いてア
ドバンテスト法に基づいて電界波についてシールド性の測定をおこなった。具体的には（
株）アドバンテスト製シールド材評価器ＴＲ１７３０１Ａとスペクトルアナライザを用い
、プローブアンテナを用いることにより、この平板に電磁波を透過させた際の減衰率を、
１０～１０００ＭＨｚの周波数帯域で測定し、測定チャートより周波数３００ＭＨｚでの
電界シールド性を読みとった。＜評価＞◎：電磁波遮断性３０ｄＢ以上、○：電磁波遮断
性２０ｄＢ以上、×：電磁波遮断性２０ｄＢ未満
　（１１）嵌合性
　縦３０ｍｍ×横３０ｍｍ×高さ１０ｍｍ×厚み０．５ｍｍ、縦２９ｍｍ×横２９ｍｍ×
高さ１５ｍｍ×厚み０．５ｍｍの箱状成形品を最低充填圧＋０．５ＭＰａで成形し、嵌合
性について評価した。評価は、○：嵌合する、△：嵌合するが壁が接触する、×：嵌合し
ない。
【０１３６】
（１２）計量安定性（クッション量ばらつき幅）
充填材併用系においては、上記成形機で、射出５秒、冷却１０秒、中間４秒の成形サイク
ルで１２．７×１２７ｍｍ×３．２ｍｍの曲げ試験片を５０サイクル成形し、その時の保
圧時のクッション量（クッション量とは、成形時に成形品のひけなどの不良を無くすため
に金型フル充填量＋αの樹脂を計量し、成形機シリンダーの先端に樹脂の余剰分を残す樹
脂量のことであり、このときシリンダー先端位置（０ｍｍ）から金型フル充填量＋αに相
当するスクリュー位置までの距離（ｍｍ））のばらつきの幅を評価した。＜評価＞ばらつ
きの幅（ｍｍ）＝最大クッション量（ｍｍ）－最小クッション量（ｍｍ）。
【０１３９】
　表１より充填材を併用することで、異方性低減効果などの特性が更に向上し、内ぞり抑
制や計量安定性向上などの追加効果が得られるため、自動車外装材やフラットパネルなど
の薄肉板状もしくは箱状の比較的平板面積の大きな成形品においても良好な特性のものが
得られることがわかる。
【０１４３】
【表１】
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【０１４４】
【発明の効果】
本発明の熱可塑性樹脂組成物は、成形時の流動性、計量安定性が改良され、かつ成形品の
耐衝撃特性、耐熱特性、耐薬品性、疲労特性が改良され、また異方性も低減されるため、
これらの特性が要求される電気電子関連機器、精密機械関連機器、事務用機器、自動車な
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